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研究要旨 
本研究事業は、条文の起源（立法趣旨、基礎となった災害例、前身）と運用（関係判

例、適用の実際）、主な関係令等（関係政省令、規則、通達等）を、できる限り図式化

して示すと共に、現代的な課題や法解釈学的な論点に関する検討結果を記した体系書を

発刊することを目的としており、本研究分担は、附則を除き、123 条ある安衛法のうち

第 33 条から 34 条について、その課題を果たすことを目的としている。 
 安衛法は、労働災害発生防止という目的に照らした柔軟な解釈がなされてきていたが、

現行法の制定により、労働者を直接雇用する使用者以外の者に、どのような場面でどの

ような措置を義務付けるかが、かなりの程度明らかにされた。第 33 条と第 34 条は、工

場法、労働基準法等に直接的な定めがなく、「場所」や「物」の管理権原に着目した規

制として、現行法の制定にて新たに導入された規定である。 
 関係判例をみるに、「機械等の貸与を受けた者」（安衛法第 33 条第 2 項）の解釈につ

いて、形式的な解釈ではなく、労働災害発生防止という目的に照らした柔軟な解釈がな

されていた。また、「連絡、合図等の方法」（安衛則第 667 条第 2 号）についても、労

働災害発生防止という目的に照らして具体的な検討がなされていた。 
そして、元労働基準監督官のインタビューを通じて、安衛法第 33 条は、その抽象性ゆ

えに、比較的、適用範囲が広い規定であることが明らかになった。 
他方、安衛法第 34 条については、インタビューをした労働基準監督官においても、送

検事例や指導例等について確認したことがないというものであった。 
 これらの規定は、先行研究でも示唆された「規制対象の多様性・多層性に象徴される

合目的性」、「危害防止基準の充実化」といった日本の安衛法の特徴を表しており、ま

た、リスク創出者管理責任負担原則（リスクの管理責任は、製造者、設計者、発注者等

で負担すべきとする原則）の志向を裏付ける内容になっているものと思料される。 
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Ａ．研究目的 
 本研究事業全体の目的は、以下の 3 点に

ある。 
 ①時代状況の変化に応じた法改正の方向

性を展望すること。 
 ②安衛法を関係技術者以外（文系学部出

身の事務系社員等）に浸透させ、社会一般

への普及を図ること。 
 ③安衛法に関する学問体系、安衛法研究

のための人と情報の交流のプラットフォー

ムを形成すること。 
 そのため、条文の起源（立法趣旨、基礎

となった災害例、前身）と運用（関係判例、

適用の実際）、主な関係令等（関係政省令、

規則、通達等）を、できる限り図式化して

示すと共に、現代的な課題や法解釈学的な

論点に関する検討結果を記した体系書を発

刊すること。 
 本分担研究の目的は、附則を除き 123 条

ある安衛法のうち第 33 条から 34 条につい

て、その課題を果たすことにある。 
 
Ｂ．研究方法 
 安全衛生に詳しい元労働基準監督官から、

現行安衛法の体系に関する解説と安衛法本

体の条文に紐付く政省令の選定を受けたう

えで、法学・行政学を専門とする分担研究

者が、各自、解説書、専門誌に掲載された

学術論文や記事、政府発表資料等の第 1 次

文献のレビューを行って執筆した文案を研

究班会議で報告し、現行安衛法や改正法の

起案に関わった畠中信夫元白鴎大学教授、

唐澤正義氏ら班員らからの指摘やアドバイ

スを得て洗練させた。 
また、法令の適用の実際について、前駆

となる研究事業で、厚生労働省安全衛生部

の協力を頂き、現・元行政官向けのアンケ

ート調査を実施した他、本研究事業でも、

現・元行政官向けのインタビューでより詳

しい情報を得て、得られた情報は該当する

条規の解説に盛り込んだ。 
技術的な不明点については、メーリング

リストで班員その他の専門家に照会した。 
 
Ｃ．研究結果 
 現行の日本の労働安全衛生法制度は、基

軸となる法典の制定から約 50 年を経て、危

害防止基準の充実、安全衛生管理体制の整

備など、多くの長所を持っている 1。 
 安衛法では、使用従属関係に着目して、

事業者を中心的な義務主体としているが、

注文者、機械等貸与者、建築物貸与者等に

も、それぞれ講ずべき措置（安衛法第 31～
35 条）を義務づけ、部分的だが、保護対象

者と直接契約関係にない者による危害防止

措置の必要性も示している 2。これらは先行

研究で示唆された「規制対象の多様性・多

層性に象徴される合目的性」、「危害防止

基準の充実化」3といった安衛法の特徴を表

 
1 淀川亮、三柴丈典「リスクアセスメント

を核とした諸外国の労働安全衛生法制度の

背景・特徴・効果とわが国への適応可能性

に関する調査研究の紹介」労働安全衛生研

究 2020 年第 13巻第 2号（独立行政法人労

働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所、

2020年）173頁。 
2 三柴丈典「分担研究報告書・日本の安衛

法の特徴と示唆される予防政策のエッセン

ス」厚生労働科学研究費補助金（労働安全

衛生総合研究事業）『リスクアセスメント

を核とした諸外国の労働安全衛生制度の背

景・特徴・効果とわが国への適応可能性に

関する調査研究（第 1分冊）』（2017年）

89頁。 
3 三柴前掲報告書 85頁。 
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1 淀川亮、三柴丈典「リスクアセスメント

を核とした諸外国の労働安全衛生法制度の

背景・特徴・効果とわが国への適応可能性

に関する調査研究の紹介」労働安全衛生研

究 2020 年第 13巻第 2号（独立行政法人労

働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所、

2020年）173 頁。 
2 三柴丈典「分担研究報告書・日本の安衛

法の特徴と示唆される予防政策のエッセン

ス」厚生労働科学研究費補助金（労働安全

衛生総合研究事業）『リスクアセスメント

を核とした諸外国の労働安全衛生制度の背
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している。これらの特徴は、日本の安衛法

も、第 3 条に顕著なように、リスク創出者

管理責任負担原則（リスクの管理責任は、

事業者のみならず、製造者、設計者、発注

者等のリスク創出者が負担すべきとする原

則 4）を基底においていることの証左と解さ

れる。 
 本稿では、そのうち機械等貸与者等の講

ずべき措置を定めた安衛法第 33 条及び建

築物貸与者の講ずべき措置を定めた同法第

34 条について解説する。 
 
１ 第 33 条 
 
１．１ 条文 
（機械等貸与者等の講ずべき措置等） 
第三十三条 機械等で、政令で定めるもの

を他の事業者に貸与する者で、厚生労働省

令で定めるもの（以下「機械等貸与者」と

いう。）は、当該機械等の貸与を受けた事

業者の事業場における当該機械等による労

働災害を防止するため必要な措置を講じな

ければならない。 
２ 機械等貸与者から機械等の貸与を受け

た者は、当該機械等を操作する者がその使

用する労働者でないときは、当該機械等の

操作による労働災害を防止するため必要な

措置を講じなければならない。 
３ 前項の機械等を操作する者は、機械等

 
4 三柴丈典「分担研究報告書・イギリスの

リスクアセスメントと法」厚生労働省科学

研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）

『リスクアセスメントを核とした諸外国の

労働安全衛生制度の背景・特徴・効果とわ

が国への適応可能性に関する調査研究（第

1分冊）』（2017年）127～357頁を参照し

た。 

の貸与を受けた者が同項の規定により講ず

る措置に応じて、必要な事項を守らなけれ

ばならない。 
 
１．２ 趣旨と内容 
１．２．１ 趣旨 
 移動式クレーンや車両系建設機械等貸与

された機械等から生ずる労働災害を防止す

る責任は、当然その機械を借りて作業を進

める側にあるわけであるが、所有権がリー

ス業者にあるため、その管理の権利をもた

ない機械等について、補修、改造等による

労働災害を防止するための措置を十分には

講じ難い立場にある。 
 また、機械等貸与者が運転手付きで機械

等を貸与する場合、その運転手について、

貸与を受けた者が所定の労働災害の防止の

ための措置を講ずることが必要となり、さ

らには、その運転手が所定の事項を守るこ

とも必要となる。 
 そこで機械等貸与者、機械等の貸与を受

けた者並びに機械等を操作する者が労働災

害防止のために必要な措置を講ずべきこと

を定めたものである 56。 
 
１．２．２ 内容 
 (1) 概要 

 
5 労務行政研究所編『労働安全衛生法』（労

務行政、2017年（平成 29年））373頁。 
6 法第 33 条は、貸与の場合の規制であり、

規制の範囲も狭く、対象となる機械等も限

定されており、実際には限られた機械等の

有償リース業者のみに関する規制となって

いる。また、本条の適用可能性のある条件

では、労働安全衛生法第 42条（譲渡等の制

限等）や同法第 45条（定期自主検査）が適

用される場面も多い（森山誠也監督官によ

る）。 

－1407－



分担研究報告書（淀川 亮） 

  

 稼働日数の少ない大型機械等を購入する

ことは、経済的に採算が合わないなどの事

情のもとに、建設機械をはじめとする種々

の機械設備の賃貸業が広く存在している 7。 
 建設機械について、これらのリース業者

が貸し出す態様には、大きく分けて、機械

等のみを貸す場合と、オペレーター付きで

貸す場合とがある。 
 機械等を借りた場合、当該機械等から生

ずる労働災害を防止する責任は、当然、第

一次的にはその機械等を借りて作業を進め

る側にあるが、貸与を受けた者は、当該機

械等について完全な管理権原を持たないと

ころから、補修、改造等労働災害を防止す

るための措置を充分には講じ難い立場にあ

るのが一般である。 
 そのような現状に着目して、労働安全衛

生法では、つり上げ荷重が〇．五トン以上

の移動式クレーンや一定の車輛系建設機械

など政令で定める機械等を業として他人に

貸与する者に対して、あらかじめ当該機械

等を十分点検・整備するなど、当該機械等

による労働災害を防止するため必要な、一

定の措置を講ずべきことを義務づけている

（法第 33 条第 1 項、第 36 条、令第 10 条、

安衛則第 666 条）。これには当然に、労災

防止上必要な使用上の情報の提供も含まれ

る 8。 

 
7 リースのメリットとしては、業者の重機

は、定期自主検査（法第 45 条）がほぼ必ず

実施されているという点ある。工事現場に

おいて、自社所有の重機は検査・整備して

いないがリース品は定期自主検査がなされ

ている等というケースもある（森山誠也氏

のご教示による）。 
8 厚生労働省労働基準局通達平成 19年 7月

31日基発第 0731001 号「機械の包括的な安

全基準に関する指針」が参考になる。同指

 また、機械等の貸与を受けた者は、当該

機械等を操作する者が自らの使用する労働

者でないときは、機械等を操作する者が必

要な資格を有することを確認すること、機

械等を操作する者に対して、作業の内容、

指揮の系統、連絡、合図等の方法など 9当該

機械等の操作による労働災害を防止するた

めに必要な事項を通知することなどの措置

を講じなければならないこととされている

（法第 33 条第 2 項、第 36 条、安衛則第 667
条）。なお、法第 33 条第 1 項は「機械等の

貸与を受けた事業者」と規定されており、

第 2 項は「機械等の貸与を受けた者」と規

定されており、規定の仕方に違いが生じて

いる。この区別は、事業者として労働者を

使用しているか否かを重視する趣旨（後者

の場合、他人を使用しない被用者や個人事

業主を含む趣旨）と解する見解がある 10。 
 機械等を操作する者についても、通知を

受けた事項を守るべき義務が課されている

（法第 33 条第 3 項、第 36 条、安衛則第 668
条）11。 

 

針では「使用上の情報」について「安全で、

かつ正しい機械の使用を確実にするために、

製造等を行う者が、標識、警告表示の貼付、

信号装置又は警報装置の設置、取扱説明書

等の交付等により提供する指示事項等の情

報をいう」としている。また、JIS B 

9700:2013（機械類の安全性‐設計のための

一般原則-リスクアセスメント及びリスク

低減）6.4も参考になる。このような使用

上の情報の伝達が適切になされなければ安

全衛生教育等も適切に実施できないことに

なる（森山誠也氏のご教示による）。 
9 ここには機械自体の性能や危険性が含ま

れていないことに留意すべきである。義務

の主体が貸与された側であることによると

解される。 
10 森山誠也監督官による。 
11 畠中信夫『労働安全衛生法のはなし』（中
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ずる労働災害を防止する責任は、当然、第

一次的にはその機械等を借りて作業を進め

る側にあるが、貸与を受けた者は、当該機

械等について完全な管理権原を持たないと

ころから、補修、改造等労働災害を防止す

るための措置を充分には講じ難い立場にあ

るのが一般である。 
 そのような現状に着目して、労働安全衛

生法では、つり上げ荷重が〇．五トン以上

の移動式クレーンや一定の車輛系建設機械

など政令で定める機械等を業として他人に

貸与する者に対して、あらかじめ当該機械

等を十分点検・整備するなど、当該機械等

による労働災害を防止するため必要な、一

定の措置を講ずべきことを義務づけている

（法第 33 条第 1 項、第 36 条、令第 10 条、

安衛則第 666 条）。これには当然に、労災

防止上必要な使用上の情報の提供も含まれ

る 8。 

 
7 リースのメリットとしては、業者の重機

は、定期自主検査（法第 45条）がほぼ必ず

実施されているという点ある。工事現場に

おいて、自社所有の重機は検査・整備して

いないがリース品は定期自主検査がなされ

ている等というケースもある（森山誠也氏

のご教示による）。 
8 厚生労働省労働基準局通達平成 19年 7月

31日基発第 0731001 号「機械の包括的な安

全基準に関する指針」が参考になる。同指

 また、機械等の貸与を受けた者は、当該

機械等を操作する者が自らの使用する労働

者でないときは、機械等を操作する者が必

要な資格を有することを確認すること、機

械等を操作する者に対して、作業の内容、

指揮の系統、連絡、合図等の方法など 9当該

機械等の操作による労働災害を防止するた

めに必要な事項を通知することなどの措置

を講じなければならないこととされている

（法第 33 条第 2 項、第 36 条、安衛則第 667
条）。なお、法第 33 条第 1 項は「機械等の

貸与を受けた事業者」と規定されており、

第 2 項は「機械等の貸与を受けた者」と規

定されており、規定の仕方に違いが生じて

いる。この区別は、事業者として労働者を

使用しているか否かを重視する趣旨（後者

の場合、他人を使用しない被用者や個人事

業主を含む趣旨）と解する見解がある 10。 
 機械等を操作する者についても、通知を

受けた事項を守るべき義務が課されている

（法第 33 条第 3 項、第 36 条、安衛則第 668
条）11。 

 

針では「使用上の情報」について「安全で、

かつ正しい機械の使用を確実にするために、

製造等を行う者が、標識、警告表示の貼付、

信号装置又は警報装置の設置、取扱説明書

等の交付等により提供する指示事項等の情

報をいう」としている。また、JIS B 

9700:2013（機械類の安全性‐設計のための

一般原則-リスクアセスメント及びリスク

低減）6.4も参考になる。このような使用

上の情報の伝達が適切になされなければ安

全衛生教育等も適切に実施できないことに

なる（森山誠也氏のご教示による）。 
9 ここには機械自体の性能や危険性が含ま

れていないことに留意すべきである。義務

の主体が貸与された側であることによると

解される。 
10 森山誠也監督官による。 
11 畠中信夫『労働安全衛生法のはなし』（中
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 (2) 対象となる機械 1213 
 本条の規制の対象となる機械等は、次の

とおりである（令第 10 条）。 
①つり上げ荷重が〇．五トン以上の移動

式クレーン 
②次の建設機械で、動力を用い、かつ、

不特定の場所を自走できるもの 
イ 整地・運搬・積込用機械 
ロ 堀削用機械 
ハ 基礎工事用機械 
二 締固め用機械 
ホ コンクリート打設用機械 
ヘ 解体用機械 
③不整地運搬車 
④作業床の高さが二メートル以上の高所

作業車 
 
 (3) 機械等貸与者の措置 14 
 「機械等貸与者」とは、前記の機械等を、

相相当当のの対対価価をを得得てて業として他の事業者に貸

与する者（いわゆるリース業者）である（則

第 665 条）15。機械等貸与者がその機械等

 

災防新書、2019 年（令和元年））232～233

頁。 
12 労務行政研究所編著（2017 年(平成 29

年)）373～374頁を参照した。 
13 法第 33条では、移動式クレーンのほかに

も車両系建設機械や高所作業車などが対象

になっているが、オペレーター付きリース

の殆どが移動式クレーンである。移動式ク

レーンに限っては、数十トンの能力のもの

もあり、相当の技術を要するため、専属の

ものでなければ運転ができないからである。

（玉泉孝次氏のご教示による）。 
14 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）374頁を参照した。 
15 無償で借りた場合、１度限りで借りた場

合、又は代金にリース代が含まれているの

を他の事業者に貸与するときに講ずべき措

置は、次のとおりである（則第 666 条第 1
項）。 
①機械等をあらかじめ点検し、異常を認

めたときは、補修その他必要な整備を行う

こと 
②機械等の貸与を受ける事業者に対し、

次の事項を記載した書面を交付すること 
イ その機械等の能力 
ロ その機械等の特性その他その使用上

注意すべき事項 
 
 (4) 機械等の貸与を受けた者の措置 16 
 機械等貸与者から機械等の貸与を受けた

者は、その機械等を操作する者がその使用

する労働者でないときは、次の措置を講じ

なければならない（則第 667 条）。 
①機械等を操作する者が、当該機械等の

操作について法令に基づき必要とされる資

格又は技能を有する者であることを確認す

ること 
②機械等を操作する者に対し、次の事項

を通知すること 
イ 作業の内容 
ロ 指揮の系統 
ハ 連絡、合図等の方法 
二 運行の経路、制限速度その他その機械

等の運行に関する事項 17 

 

か人工代だけなのか判別ができない場合等

は、文言上、666条・667条の適用ができな

いように思われる（森山誠也氏のご教示に

よる）。 
16 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）374～375頁を参照した。 
17 本規定は、抽象的な規定であるため、実

際に事故が発生した場合に適用される範囲

が広いものと思われる。例えば、クレーン

等安全規則第 66条の 2、第 66条の 3、第
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ホ その他その機械等の操作による労働

災害を防止するため必要な事項 18 
 なお、機械等を操作する者は、機械等貸

与者から②の通知を受けたときは、その事

項を守らなければならない（則第 668 条）。 
 
 (5) 罰則 
 ①機械等貸与者が、本条第一項の規定に

違反して、必要な措置を講じない場合又は、

②機械等の貸与を受けた者が、本条第二項

の規定に違反して、必要な措置を講じない

場合には、六カ月以下の懲役又は五〇万円

以下の罰金に処せられる（法第 119 条第 1
号）。 
 また、機械等を操作する者が、本条第三

項の規定に違反して、必要な事項を守らな

い場合には、五〇万円以下の罰金に処せら

れる（法第 120 条第 1 号）19。 
 
 (6) 解釈例規 
昭四八・三・一九 基発第一四五号は、機

械等貸与業者から借りた機械を下請に貸与

する場合の措置について次のように示して

いる。すなわち、建設業において、機械等

貸与者（甲）から、移動式クレーンの貸与

を受けた元方事業者（乙）が、これをさら

に下請業者（丙）に貸与して使用させる場

合において、①「甲は、乙、丙のいずれに

対して、安衛則第六六六条第一項第二号（＊

機械の能力特性等）の書面を交付すべき

か。」という問いに対して乙であること、

 

69条～第 75 条の内容関する説明が不十分

であった場合等が挙げられる（玉泉孝次氏

のご教示による）。 
18 前掲註 11。 
19 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）375～376頁。 

②「当該移動式クレーンを操作する者が甲

の使用する労働者であるとき、安衛則第六

六七条の措置義務（＊機械の運転経路等そ

の事業場特有の事情の通知義務）は、乙、

丙のいずれにあるか。」という問いに対し

て乙であること、を示している。 
 昭四七・九・一八 基発第六〇一号の一は、

労働安全衛生規則第 666 条第 1 項第 1 号の

「あらかじめ」とは、必ずしも貸与の都度

全部について点検を行う趣旨ではなく、使

用の状況に応じて必要部分に限ることは差

しつかえないものであること、を示してい

る。また、同項第 2 号イの「当該機械等の

能力」とは、移動式クレーンについては明

細書記載事項のうちの主要部分、車両系建

設機械については、使用上特に必要な能力、

たとえば、安定度、バケット容量等主要な

事項でよいものであること、を示している。

さらに、同号ロの「その他その使用上注意

すべき事項」とは、使用燃料、調整の方法

等当該機械の使用上注意すべき事項をいう

ものであること、を示している。また、同

条第 2 項の趣旨は、金融上の手段としてリ

ース形式をとっているもの（＊実質的には

受リース者に管理権が移動するもの）につ

いては、本条の趣旨から適用しないことと

したものであること、を示している。 
 昭四七・九・一八 基発第六〇一号の一は、

労働安全衛生規則第 667 条第 1 号（＊機械

等の貸与を受けた者が、自身の労働者以外

に操作させる場合に講ずべき措置）の「資

格又は技能の確認」は、免許証、技能講習

修了証によって行えば足りるものであるこ

と、を示している。また、同条第 2 号に掲

げる事項（機械等の操作に関わる当該事業

場特有の事情の通知）は、機械等の操作者
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ホ その他その機械等の操作による労働

災害を防止するため必要な事項 18 
 なお、機械等を操作する者は、機械等貸

与者から②の通知を受けたときは、その事

項を守らなければならない（則第 668 条）。 
 
 (5) 罰則 
 ①機械等貸与者が、本条第一項の規定に

違反して、必要な措置を講じない場合又は、

②機械等の貸与を受けた者が、本条第二項

の規定に違反して、必要な措置を講じない

場合には、六カ月以下の懲役又は五〇万円

以下の罰金に処せられる（法第 119 条第 1
号）。 
 また、機械等を操作する者が、本条第三

項の規定に違反して、必要な事項を守らな

い場合には、五〇万円以下の罰金に処せら

れる（法第 120 条第 1 号）19。 
 
 (6) 解釈例規 
昭四八・三・一九 基発第一四五号は、機

械等貸与業者から借りた機械を下請に貸与

する場合の措置について次のように示して

いる。すなわち、建設業において、機械等

貸与者（甲）から、移動式クレーンの貸与

を受けた元方事業者（乙）が、これをさら

に下請業者（丙）に貸与して使用させる場

合において、①「甲は、乙、丙のいずれに

対して、安衛則第六六六条第一項第二号（＊

機械の能力特性等）の書面を交付すべき

か。」という問いに対して乙であること、

 

69条～第 75条の内容関する説明が不十分

であった場合等が挙げられる（玉泉孝次氏

のご教示による）。 
18 前掲註 11。 
19 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）375～376頁。 

②「当該移動式クレーンを操作する者が甲

の使用する労働者であるとき、安衛則第六

六七条の措置義務（＊機械の運転経路等そ

の事業場特有の事情の通知義務）は、乙、

丙のいずれにあるか。」という問いに対し

て乙であること、を示している。 
 昭四七・九・一八 基発第六〇一号の一は、

労働安全衛生規則第 666 条第 1 項第 1 号の

「あらかじめ」とは、必ずしも貸与の都度

全部について点検を行う趣旨ではなく、使

用の状況に応じて必要部分に限ることは差

しつかえないものであること、を示してい

る。また、同項第 2 号イの「当該機械等の

能力」とは、移動式クレーンについては明

細書記載事項のうちの主要部分、車両系建

設機械については、使用上特に必要な能力、

たとえば、安定度、バケット容量等主要な

事項でよいものであること、を示している。

さらに、同号ロの「その他その使用上注意

すべき事項」とは、使用燃料、調整の方法

等当該機械の使用上注意すべき事項をいう

ものであること、を示している。また、同

条第 2 項の趣旨は、金融上の手段としてリ

ース形式をとっているもの（＊実質的には

受リース者に管理権が移動するもの）につ

いては、本条の趣旨から適用しないことと

したものであること、を示している。 
 昭四七・九・一八 基発第六〇一号の一は、

労働安全衛生規則第 667 条第 1 号（＊機械

等の貸与を受けた者が、自身の労働者以外

に操作させる場合に講ずべき措置）の「資

格又は技能の確認」は、免許証、技能講習

修了証によって行えば足りるものであるこ

と、を示している。また、同条第 2 号に掲

げる事項（機械等の操作に関わる当該事業

場特有の事情の通知）は、機械等の操作者
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および当該機械等と関連して作業を行なう

労働者の労働災害防止に必要な範囲で足り

るものであること、を示している。 
 昭四六・九・七 基発第六二一号は、労働

安全衛生法施行令第 10 条の「つり上げ荷

重」は、ジブクレーン（＊突き出した腕：

アームを持つクレーン）にあってはジブ（＊

突き出した腕：アーム）を最大限の傾斜角

にしたとき、ジブを最も短くしたときおよ

びジブの支点にトロリ（＊荷を引っかける

器具）の位置を最も近づけたとき、ブーム

を有するデリックにあっては、ブームを最

大の傾斜角にしたとき（＊いずれも最もつ

り上げ力を出しにくい状態）のそれぞれに

ついて算定すること、を示している。また、

「負荷させることができる」とは、許容応

力（＊使用の際にかけられる応力の最大値）、

安定度等構造規格に定める条件の範囲内に

おいて負荷させることができることをいう

こと、を示している。 
 
【ジブクレーン】 

 
（ CLUB-CRANE の WEB サ イ ト

（ http://www.crane-club.com/study/crane
/wording.html（管理者：山本誠一氏）最終

閲覧日 2023 年 7 月 15 日）） 

 
昭四七・九・一八 基発第六○二号は、「デ

リック」とは、荷を動力を用いてつり上げ

ることを目的とする機械装置であって、マ

ストまたはブームを有し、原動機を別置し、

ワイヤロープにより操作されるものをいう

こと。デリックには、揚貨装置は含まれな

いこと、を示している。また、「自走」と

は、機械自らの動力により走行することを

いい、したがって、他の車両によりけん引

されて走行するもの、船舶にとう載されて

移動するもの等は含まない趣旨であること、

を示している。 
 

【デリック（ガイデリック）】 

 
（ CLUB-CRANE の WEB サ イ ト

（http://www.crane-club.com/study/derric
k/definition.html（管理者：山本誠一氏）

最終閲覧日 2023 年 7 月 15 日）） 
 
 平二・九・二六 基発第五八三号は、労働

安全衛生法施行令第 10 条第 3 号の「不整地

運搬車」とは、「不整地走行用に設計した

専ら荷を運搬する構造の自動車で、クロー

ラ式又はホイール式のもの（ホイール式の

ものにあっては、全輪駆動で、かつ、左右
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の車輪を独立に駆動させることができるも

のに限る。）をいい、ハンドガイド式のも

のは含まないものであること。なお、林内

作業車（林業の現場における集材を目的と

して製造された自走用機械をいう。）は、

不整地運搬車に該当しないものであるこ

と」を示している。 
また、同条第 4 号の「高所作業車」とは、

「高所における工事、点検、補修等の作業

に使用される機械であって作業床（各種の

作業を行うために設けられた人が乗ること

を予定した「床」をいう。）及び昇降装置

その他の装置により構成され、当該作業床

が昇降装置その他の装置により上昇、下降

等をする設備を有する機械のうち、動力を

用い、かつ、不特定の場所に自走すること

ができるものをいうものであること。なお、

消防機関が消防活動に使用するはしご自動

車、屈折はしご自動車等の消防車は高所作

業車に含まないものであること」を示して

いる。 
 
【不整地運搬車】 

 

（建設荷役車両安全技術協会の WEB サイト

（ http://www.sacl.or.jp/case/disaster/

1878最終閲覧日 2023 年 7月 15 日）） 
 
【クローラ式不整地運搬車】 

 

（WINBULL YAMAGUCHI 社の WEB サ

イ ト

（http://www.winbull.co.jp/seihin/product
_m_a.html 最終閲覧日 2023 年 7月 17日）） 
 
【ホイール式不整地運搬車】 

 
（住友建機教習所愛知教習センターの

WEB サ イ ト

（ https://www.sumitomokenki.co.jp/licen
se/nagoya/reserve/course.html?id=12 最終

閲覧日 2023 年 7 月 17 日）） 
 
【高所作業車】 
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の車輪を独立に駆動させることができるも

のに限る。）をいい、ハンドガイド式のも

のは含まないものであること。なお、林内

作業車（林業の現場における集材を目的と

して製造された自走用機械をいう。）は、

不整地運搬車に該当しないものであるこ

と」を示している。 
また、同条第 4 号の「高所作業車」とは、

「高所における工事、点検、補修等の作業

に使用される機械であって作業床（各種の

作業を行うために設けられた人が乗ること

を予定した「床」をいう。）及び昇降装置

その他の装置により構成され、当該作業床

が昇降装置その他の装置により上昇、下降

等をする設備を有する機械のうち、動力を

用い、かつ、不特定の場所に自走すること

ができるものをいうものであること。なお、

消防機関が消防活動に使用するはしご自動

車、屈折はしご自動車等の消防車は高所作

業車に含まないものであること」を示して

いる。 
 
【不整地運搬車】 

 

（建設荷役車両安全技術協会の WEB サイト

（ http://www.sacl.or.jp/case/disaster/

1878最終閲覧日 2023 年 7月 15日）） 
 
【クローラ式不整地運搬車】 

 

（WINBULL YAMAGUCHI 社の WEB サ

イ ト

（http://www.winbull.co.jp/seihin/product
_m_a.html 最終閲覧日 2023 年 7月 17日）） 
 
【ホイール式不整地運搬車】 

 
（住友建機教習所愛知教習センターの

WEB サ イ ト

（ https://www.sumitomokenki.co.jp/licen
se/nagoya/reserve/course.html?id=12 最終

閲覧日 2023 年 7 月 17 日）） 
 
【高所作業車】 
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（那須クレーン教習所の WEB サイト

（ https://www.crane-nasu.jp/Skill/high

/index.html最終閲覧日 2023年 7月 15日）） 
 
 平二・九・二六 基発第五八三号は、労働

安全衛生法施行令第 10 条第 4 号の「床面の

高さ」とは、車体の接地面から作業床の床

面までを垂直に測った高さをいうものであ

ること、を示している。 
 
１．３ 関連規定 
 本条の適用可能性がある条件に適用され

易い条規には、以下のようなものがある。

なお、構造規格の整備面では、法第 33 条第

1 項（規則第 666 条第 1 項第 1 号）と法第

42 条とで二重規制になっている部分があ

るとの見解がある（森山誠也監督官による）。 
 
 ⑴ 法第 31 条第 1 項：本条は、「特定事

業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、設

備又は原材料（以下「建設物等」という。）

を、当該仕事を行う場所においてその請負

人（当該仕事が数次の請負契約によつて行

われるときは、当該請負人の請負契約の後

次のすべての請負契約の当事者である請負

人を含む。第三十一条の四において同じ。）

の労働者に使用させるときは、当該建設物

等について、当該労働者の労働災害を防止

するため必要な措置を講じなければならな

い。」と定めている。 
建設業・造船業の受リース者がリース業

者に仕事を注文した場合、そのオペレータ

ーに事業場の設備等に関するリスク情報を

提供する義務を課した本条（法第 33 条）第

2 項とでいずれの適用が適当かが問われる

場合があり得よう。 
 
 ⑵ 法第 34 条： 本条の対象となる建築物

の種類は、事務所又は工場の用に供される

建築物であり、これらの建築物を複数の事

業場に貸し付ける場合（例：雑居ビル、工

場、アパート）を規定している。ただし、

その建築物の全部を一の事業者に貸与する

場合を除く。これらの建築物貸与者の講ず

べき措置としては、共有の避難用出入口等、

共用の警報設備等、貸与建築物の有効維持、

貸与建築物の給水、排水設備、清掃等、便

宜の供与、貸与建築物の便所、警報及び標

識の統一等（安衛則第 670 条～第 678 条）

を行うことが定められている。違反には、6
月以下の懲役又は 50 万円以下の罰金（両罰

規定）が定められている 20。 
本条（法第 33 条）と適用場面が被ること

は考えにくいが、本条と同様の趣旨（リス

ク創出者管理責任負担原則）に基づく規定

である。 
 
 ⑶ 法第 35 条： 荷の発送者（最初に運送

ルートにのせる者）は、見やすく、かつ、

容易に消滅しない方法で、当該貨物にその

重量を表示（包装されていない貨物で、そ

 
20 木村嘉勝『よくわかる労働安全衛生法（改

訂 7版）』（労働調査会、2021年（令和 3

年））58頁。 
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の重量が一見して明らかであるものを除

く。）しなければならないことを規定して

いる。違反には、6 月以下の懲役又は 50 万

円以下の罰金（両罰規定）が定められてい

る 21。 
 これも本条と同様の趣旨（リスク創出者

管理責任負担原則）に基づく規定である。 
 
 ⑷ 法第 42 条：本条は、「特定機械等以

外の機械等で、別表第二に掲げるものその

他危険若しくは有害な作業を必要とするも

の、危険な場所において使用するもの又は

危険若しくは健康障害を防止するため使用

するもののうち、政令で定めるものは、厚

生労働大臣が定める規格又は安全装置を具

備しなければ、譲渡し、貸与し、又は設置

してはならない。」と定めている 22。 
要件を充たさない場合のリースも禁じて

いるので、本条とは実質的に二重規制にな

っており（森山誠也監督官による）、特に

リース物件に物的瑕疵が認められる場合、

本条（法第 33 条）との競合が生じ得る（た

だし、法第 42 条は、機械の本質的安全を図

る趣旨である）23。 
 
 ⑸ 法 45 条第 1 項：本条は、「事業者は、

ボイラーその他の機械等で、政令で定める

ものについて、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、定期に自主検査を行ない、及び

その結果を記録しておかなければならな

い。」と定めている。自主検査の対象とな

る機械等は、特定機械等をはじめ三八種類

のものが政令で定められている（令第 15 条

 
21 木村前掲書（2021年(令和 3 年)）59 頁。 
22 前掲註 17。 
23 三柴丈典氏による。 

第 1 項）24。 
本条第 1 項が定めるリース業者がなすべ

き物的措置と競合する面がある。 
 
 ⑹ 法第 98 条：本条は、法第 33 条第 1
項の規定により機械等貸与者に、当該機械

等の貸与を受けた事業者の事業場における

当該機械等による労働災害を防止するため

講ずべき必要な措置が講じられていない事

実がある場合に都道府県労働局長又は労働

基準監督署長が、関係者に対して、作業の

全部又は一部の停止、建築物等の全部又は

一部の使用の停止又は変更その他、労働災

害を防止するため必要な事項を命じること

ができることを規定したものである 25。 
本条等の履行確保を行政措置により図る

規定といえる。 
 
 ⑺ 法第 100 条：本条は、労働基準監督機

関が本法を施行するため必要があるときに、

厚生労働省令で定めるところにより、関係

者に対し、必要な事項を報告させ、又は出

頭を命じることができることを定めている

26。関係者には、機械等貸与者も含まれる。 
 やはり、本条等の履行確保を行政措置に

より図る規定といえる。 
 
 ⑻ 法第 102 条：工作物の所在する場所又

はその附近で工事その他の仕事を行う事業

 
24 現場においては、リース品については自

主検査が尽くされており、リース品以外に

ついては自主検査が尽くされていないよう

な場面も見受けられる（森山誠也氏のご教

示による）。 
25 労働調査会編『改訂 5版 労働安全衛生法

の詳解』（労働調査会出版局、令和 2年）

995～996頁。 
26 労働調査会前掲書（令和 2 年）1008 頁。 
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の重量が一見して明らかであるものを除

く。）しなければならないことを規定して

いる。違反には、6 月以下の懲役又は 50 万

円以下の罰金（両罰規定）が定められてい

る 21。 
 これも本条と同様の趣旨（リスク創出者

管理責任負担原則）に基づく規定である。 
 
 ⑷ 法第 42 条：本条は、「特定機械等以

外の機械等で、別表第二に掲げるものその

他危険若しくは有害な作業を必要とするも

の、危険な場所において使用するもの又は

危険若しくは健康障害を防止するため使用

するもののうち、政令で定めるものは、厚

生労働大臣が定める規格又は安全装置を具

備しなければ、譲渡し、貸与し、又は設置

してはならない。」と定めている 22。 
要件を充たさない場合のリースも禁じて

いるので、本条とは実質的に二重規制にな

っており（森山誠也監督官による）、特に

リース物件に物的瑕疵が認められる場合、

本条（法第 33 条）との競合が生じ得る（た

だし、法第 42 条は、機械の本質的安全を図

る趣旨である）23。 
 
 ⑸ 法 45 条第 1 項：本条は、「事業者は、

ボイラーその他の機械等で、政令で定める

ものについて、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、定期に自主検査を行ない、及び

その結果を記録しておかなければならな

い。」と定めている。自主検査の対象とな

る機械等は、特定機械等をはじめ三八種類

のものが政令で定められている（令第 15 条

 
21 木村前掲書（2021年(令和 3 年)）59 頁。 
22 前掲註 17。 
23 三柴丈典氏による。 

第 1 項）24。 
本条第 1 項が定めるリース業者がなすべ

き物的措置と競合する面がある。 
 
 ⑹ 法第 98 条：本条は、法第 33 条第 1
項の規定により機械等貸与者に、当該機械

等の貸与を受けた事業者の事業場における

当該機械等による労働災害を防止するため

講ずべき必要な措置が講じられていない事

実がある場合に都道府県労働局長又は労働

基準監督署長が、関係者に対して、作業の

全部又は一部の停止、建築物等の全部又は

一部の使用の停止又は変更その他、労働災

害を防止するため必要な事項を命じること

ができることを規定したものである 25。 
本条等の履行確保を行政措置により図る

規定といえる。 
 
 ⑺ 法第 100 条：本条は、労働基準監督機

関が本法を施行するため必要があるときに、

厚生労働省令で定めるところにより、関係

者に対し、必要な事項を報告させ、又は出

頭を命じることができることを定めている

26。関係者には、機械等貸与者も含まれる。 
 やはり、本条等の履行確保を行政措置に

より図る規定といえる。 
 
 ⑻ 法第 102 条：工作物の所在する場所又

はその附近で工事その他の仕事を行う事業

 
24 現場においては、リース品については自

主検査が尽くされており、リース品以外に

ついては自主検査が尽くされていないよう

な場面も見受けられる（森山誠也氏のご教

示による）。 
25 労働調査会編『改訂 5版 労働安全衛生法

の詳解』（労働調査会出版局、令和 2年）

995～996頁。 
26 労働調査会前掲書（令和 2 年）1008 頁。 
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者から、その工作物による労働災害の発生

を防止するためにとるべき措置についての

教示を求められた場合には、ガス工作物、

電気工作物、熱供給施設、石油パイプライ

ンの工作物を設けている者は、その工作物

による労働災害の発生を防止するためにと

るべき措置を教示しなければならないこと

を規定している。違反に対する罰則はない

27。 
本条（法第 33 条）との関係で直接競合は

生じ難いだろうが、リース業者が受リース

者の事業場にオペレーター付きで機械等を

設置する際に、受リース者から労災防止上

必要な情報の提供を受ける場面では活用で

きるかもしれない。いずれにせよ、本条と

同様の趣旨（リスク創出者管理責任負担原

則）を体現する規定である。 
 
１．４ 沿革 

1971（昭和 46）年 7 月 13 日に労働基準

法研究会の報告書 28が労働省に提出された。 
同報告書では、特殊な労働関係の規制に

ついて、「建設業、造船業、鉄鋼業などの

ほか、最近では、化学工業、自動車製造業

などでも構内下請に依存する傾向が目立っ

ている。また、このような増加とならんで、

最近建設業などでは重建設機械のリース業

などが目立って進出してきており、また、

ジョイントベンチャーなど新しい型の経営

方式が生み出されている。現在、労働基準

法では、使用関係を前提として危害防止の

 
27 木村前掲書（2021年(令和 3年)）143頁。 
28 労働基準法研究会 会長 石井照久：昭和

46年 7月 13 日付け労働大臣宛労働基準法

研究会第 3小委員会報告書、産業安全年鑑

昭和 46年版、中央労働災害防止協会、27

～43頁、1971年。 

措置は原則として使用者が講ずべきものと

されている」、と示されている。 
その上で、同報告書は、リース業等に関

する現状および問題点を、次のとおり整理

している。 
「建設業においては、雇用事情の変化に

伴う労働力の不足に起因する省力化、工期

の短縮にともなう大型機械化などの要請が

あり、これに重建設機械の開発が応えたの

であるが、企業経営合理化の観点からみれ

ば稼働日数の少ない大型機械を購入するこ

とは、経済的に採算が合わない。このよう

な事情のもとに建設機械をはじめとする

種々の機械設備の賃貸業が発達し、現在は、

全国では、多数の業者がある。これら賃貸

業者が、機械を貸し出す場合の条件にはい

ろいろあるが、大別すると機械のみ貸す場

合と機械とオペレーターをともども貸す場

合とがある。機械のみ貸す場合は、安全衛

生上、構造要件保持義務を負担するのは形

式的にはその機械を借りて作業をすすめる

側にあるわけであるが、当該機械について

補修改造することはもとより、日常の点検

さえできる体制にあるか否かは疑問である。 
また、機械に操作する人間をつけて貸す

場合、その人間に対する安全衛生を確保す

る責任は誰にあるのか、貸出された機械の

構造要件を保持するのは借り受け側か、そ

れとも、それを操作する人間の雇用主であ

る賃貸し業者か、操作する人間と賃貸し業

者との関係についても疑問が残る」と示さ

れている。 
これらの問題点について、衆議院社会労

働委員会において、政府委員である労働省

労働基準局長は、次のとおり述べている。

すなわち、「労働基準法が労働憲章といわ
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れるものであるという点につきましては、

われわれも十分に配慮をいたしておるとこ

ろでございまして、今回単独法の形をとり

ましたけれども、基本法の精神はいささか

もそこなわれないようにするという配慮に

つとめたつもりでございます。しかるに、

基本法の一部改正という形をとらず、なぜ

単独法としたかという点につきましては、

最近の労働災害の傾向により見ますときに、

基基準準法法ののよよううにに直直接接のの雇雇用用関関係係ののみみをを前前提提

ととすするる規規制制ののししかかたたででももっってて災災害害をを的的確確にに

防防止止すするるここととががででききなないいいいろろいいろろなな状状況況がが

出出ててままいいっってておおるるということ、すなわち機

械や材料などにつきましても、製造、流通

の段階における規制が必要になってきてお

る、あるいは直接の雇用関係だけではなし

に、重層下請関係だとか建設のジョイント

ベンチャー等、特殊な雇用関係下における

規制も強めていなかければ災害が防止でき

ない状況になっておるということ、あるい

は特定の有害業務に従事した者につきまし

ては、雇用関係にある間だけの健康管理で

はなしに、離職後にわたってまで健康管理

を確保する必要があるということ等々の事

情は、直接の雇用関係を前提とします基準

法のワクよりはみ出しておる部面があるわ

けでございます。こういう点が基準法と別

個に単独立法といたしました第一の点でご

ざいます 29」等と述べている。 
また、参議院社会労働委員会において、

政府委員である労働省労働基準局安全衛生

部長は、労働安全衛生法第 33 条について、

次のとおり、言及している。すなわち、「基

準法は御存知のように直接の雇用関係にあ

 
29 昭和 47年 3月 21日衆議院社会労働委員

会[渡邊健二委員発言]。 

る者の間に立って、使用者に対して労働者

が災害あるいは職業病にかからないように

という規制を直接の使用者にしておるわけ

であります。最近、先生が御指摘のように、

重層下請関係、あるいはジョイントベンチ

ャー、リースというように、単純な雇用関

係でない、いわゆる働く関係というものが

出てまいりました。そういう関係から、基

準法から離して、新法では、元方事業者あ

るいはリース業者、ジョイントベンチャー

業者、そういうやはり働かせるものの実質

的な指揮権あるいは指示権、そういうとこ

ろの力を持っているところを押さえようと

いうのが新法のそれぞれの規定、たとえば

二十九条、三十条あるいは三十三条のリー

ス規定というようなものがそれでございま

すけれども 30」等と述べている。 
 
１．５ 運用 
１．５．１ 適用の実際 
⑴ 監督指導の実例については、令和 2年

度厚生労働科学研究による行政官・元行政
官向け法令運用実態調査（三柴丈典担当）31

において、いわゆるオペレーター付きリー

スにより、多くの建築工事現場で移動式ク

レーン作業等が行われているが、受リース

者がリース業者に対して移動式クレーン作

 
30 昭和 47年 5月 18日参議院社会労働委員

会[北川俊夫委員発言]。 
31 厚生労働省安全衛生部のご助力を頂き、

筆者が全国の都道府県労働局の健康・安全

関係課、監督課、主要労基署の現役行政官、

安全衛生行政関係団体等の行政官 OBに向

けて、安衛法の条文ごとの監督指導実例、

法改正提案等につき、アンケート調査を行

ったもの。 

 監督官 49、技官 15、元監督官 12、元技

官 2の回答があった。 
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れるものであるという点につきましては、

われわれも十分に配慮をいたしておるとこ

ろでございまして、今回単独法の形をとり

ましたけれども、基本法の精神はいささか

もそこなわれないようにするという配慮に

つとめたつもりでございます。しかるに、

基本法の一部改正という形をとらず、なぜ

単独法としたかという点につきましては、

最近の労働災害の傾向により見ますときに、

基基準準法法ののよよううにに直直接接のの雇雇用用関関係係ののみみをを前前提提

ととすするる規規制制ののししかかたたででももっってて災災害害をを的的確確にに

防防止止すするるここととががででききなないいいいろろいいろろなな状状況況がが
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械や材料などにつきましても、製造、流通

の段階における規制が必要になってきてお

る、あるいは直接の雇用関係だけではなし

に、重層下請関係だとか建設のジョイント
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ない状況になっておるということ、あるい

は特定の有害業務に従事した者につきまし
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法のワクよりはみ出しておる部面があるわ

けでございます。こういう点が基準法と別

個に単独立法といたしました第一の点でご

ざいます 29」等と述べている。 
また、参議院社会労働委員会において、

政府委員である労働省労働基準局安全衛生
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29 昭和 47年 3月 21日衆議院社会労働委員

会[渡邊健二委員発言]。 
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業者、そういうやはり働かせるものの実質
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ス規定というようなものがそれでございま

すけれども 30」等と述べている。 
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度厚生労働科学研究による行政官・元行政
官向け法令運用実態調査（三柴丈典担当）31

において、いわゆるオペレーター付きリー

スにより、多くの建築工事現場で移動式ク

レーン作業等が行われているが、受リース

者がリース業者に対して移動式クレーン作
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けて、安衛法の条文ごとの監督指導実例、
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ったもの。 

 監督官 49、技官 15、元監督官 12、元技
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業計画を示すなどにより、法定事項を通知

していないため（本条第 2 項違反）、災害

や事故が発生している状況もみられる、と

の情報が得られた。 
ただし、被災者がオペレーターではなく

受リース者の被用者である場合、受リース

者を法第 20 条違反で処罰することになる。 
⑵法違反による送検件数を示す、厚生労働

省労働基準局監督課「労働基準関係法令違

反に係る公表事案」（令和元年 9 月 1 日～

令和 2 年 8 月 31 日公表分 ＊各都道府県労

働局が公表した際の内容を集約したもの）

によると、対象条文違反は 1 件であった。 
⑶厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 31 年・令和元年）によれば、労

働安全衛生法第 33 条・第 34 条違反件数（是

正勧告等の行政指導の件数）は 24 件（一般

機械器具製造業 1 件、土木工事業 7 件、建

築工事業 13 件、卸売業 1 件、小売業 1 件、

派遣業 1 件、その他の事業 1 件）であった。 
⑷ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 30 年）によれば、労働安全衛生

法第 33 条・第 34 条違反件数（是正勧告等

の行政指導の件数）は 9 件（土木工事業 2
件、建築工事業 5 件、その他の建設業 1 件、

その他の商業 1 件）であった。 
⑸ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 29 年）によれば、労働安全衛生

法第 33 条・第 34 条違反件数（是正勧告等

の行政指導の件数）は 16 件（建築工事業

12 件、その他の建設業 1 件、卸売業 1 件、

その他の商業 2 件）であった。 
⑹ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 28 年）によれば、労働安全衛生

法第 33 条・第 34 条違反件数（是正勧告等

の行政指導の件数）は 34 件（土木工事業 5

件、建築工事業 25 件、その他の建設業 3
件、その他の事業 1 件）であった。 
⑺ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 27 年）には、労働安全衛生法

33 条違反件数（是正勧告等の行政指導の件

数）の掲載がなかった。 
⑻ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 26 年）によれば、労働安全衛生

法第 33 条違反件数（是正勧告等の行政指導

の件数）は 1 件（その他の建設業 1 件）で

あった。 
⑼ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 25 年）によれば、労働安全衛生

法第 33 条違反件数（是正勧告等の行政指導

の件数）は 1 件（化学工業 1 件）であった。 
 
１．５．２ 関係判例 
(1) 労働安全衛生法第 33 条 2 項にいう「機

械等の貸与を受けた者」が労働災害を防止

するために必要な措置を講じなかったもの

とされた例（福岡高判昭和 52 年 8 月 3 日判

例時報 896 号 110 頁（原審：長崎地判昭和

52 年 1 月 11 日。上告後、最 2 小判昭和 53
年 9 月 20 日で棄却された）（確定）） 
 
<事実の概要> 
 本件は、宅地造成及び不動産売買業を営

む被告会社が重機業者らから運転手付きで、

ブルドーザーの提供を受け、カントリーク

ラブ造成工事の整地作業をしていた際、労

働災害を防止するため必要な措置を講じな

かったため、被告会社及び同社代表取締役

が労働安全衛生法違反の罪に問われたもの

である。 
 第一審は、労働安全衛生法 33 条 2 項及び

労働安全衛生規則 667 条 1 号、2 号違反の
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罪が成立するとして、被告会社及び被告人

をそれぞれ罰金三万円に処した 32。 
 そこで、弁護人側が控訴した。 
 
<判旨～控訴棄却～> 
 本判決は、以下のとおり、①被告会社が

労働安全衛生法第 33 条 2 項にいう「機械等

の貸与を受けた者」に該当するか否か、②

被告人らが機械操作者の法定資格又は技能

を特に確認しなかったことが可罰的違法性

を有するか否か及び、③被告人らが労働災

害の防止のため必要な連絡、合図等の方法

を通知すべきであったか否かという点に判

断を加え、結局、控訴を棄却したものであ

る。 
 ①被告会社が、労働安全衛生法第 33 条 2
項にいう「機械等の貸与を受けた者」に該

当するか否か 
 〈事実の概要〉に記した本件の事実関係

に加え、被告会社が本件当時実施中のカン

トリークラブ造成工事の整地作業では、「ブ

ルドーザー約十三台が使用され、そのうち

半数は三和重機を含む他の重機業者らから

運転手付きで提供を受けていたものである

が、被告会社が右提供者らに支払う使用料

は、各ブルドーザーに備え付けられたタス

クメーター（タコメーターともいう）によ

り測定された稼働時間の割合で一時間いく

らという約束で、そのなかには運転手の労

働賃金を含んでおり、月末締切り、翌月一

〇日払で、チャーター料として支払われ、

またその作業内容は被告会社が決定した

日々の作業計画に基き、被告会社代表者で

ある被告人小原または会社従業員によって

 
32 福岡高判昭和 52年 8月 3日判例時報 896

号 110～111頁。 

個々的に指示され、右三和重機ら提供者ら

において予めその完成すべき工事内容につ

きなんらの取極めはなされず、また工事見

積り、工期決定などなされてはいなかった」

として、「被告会社は有限会社三和重機の

本件ブルドーザーにつき、法第三三条二項

にいう「機械等の貸与を受けた者」に該当

すると認めるのが相当」であると判示した。 
 
 ②被告人らが機械操作者の法定資格又は

技能を特に確認しなかったことが可罰的違

法性を有するか否か 
「被告人小原の本件ブルドーザー運転手

らに対する毎日の作業状況の視察および実

際の技能の確認は、前掲証拠によれば、右

運転手らの労働安全のためというのではな

く、むしろ専らその作業能率に重きをおい

てなされていたものであることが認められ、

また右運運転転手手ららががすすべべてて法法定定のの有有資資格格者者でで

ああっったたことは認められるが、このことは量

刑上有利な事情とはなっても、その故に確

認義務の懈怠につき可罰的違法性がないと

することは、労働災害発生防止の見地から

受貸与者にも法定資格の確認を義務づけた

規則六六七条一号の法意を無視するもので

あって、結局は確認義務の否定につながる

もの」であると判示した。 
 

 ③被告人らが労働災害の防止のため必要

な連絡、合図等の方法を通知すべきであっ

たか否か 
まず、規則 667 条 2 号について、「規則

六六七条二号は、機械等の貸与を受けた者

が、当該機械等を操作する運転手らとの関

係で直接的な使用関係にないため、労働災

害発生防止の見地から抽象的に必要と認め
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罪が成立するとして、被告会社及び被告人

をそれぞれ罰金三万円に処した 32。 
 そこで、弁護人側が控訴した。 
 
<判旨～控訴棄却～> 
 本判決は、以下のとおり、①被告会社が

労働安全衛生法第 33 条 2 項にいう「機械等

の貸与を受けた者」に該当するか否か、②

被告人らが機械操作者の法定資格又は技能

を特に確認しなかったことが可罰的違法性

を有するか否か及び、③被告人らが労働災

害の防止のため必要な連絡、合図等の方法

を通知すべきであったか否かという点に判

断を加え、結局、控訴を棄却したものであ

る。 
 ①被告会社が、労働安全衛生法第 33 条 2
項にいう「機械等の貸与を受けた者」に該

当するか否か 
 〈事実の概要〉に記した本件の事実関係

に加え、被告会社が本件当時実施中のカン

トリークラブ造成工事の整地作業では、「ブ

ルドーザー約十三台が使用され、そのうち

半数は三和重機を含む他の重機業者らから

運転手付きで提供を受けていたものである

が、被告会社が右提供者らに支払う使用料

は、各ブルドーザーに備え付けられたタス

クメーター（タコメーターともいう）によ

り測定された稼働時間の割合で一時間いく

らという約束で、そのなかには運転手の労

働賃金を含んでおり、月末締切り、翌月一

〇日払で、チャーター料として支払われ、

またその作業内容は被告会社が決定した

日々の作業計画に基き、被告会社代表者で

ある被告人小原または会社従業員によって
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個々的に指示され、右三和重機ら提供者ら

において予めその完成すべき工事内容につ

きなんらの取極めはなされず、また工事見

積り、工期決定などなされてはいなかった」

として、「被告会社は有限会社三和重機の

本件ブルドーザーにつき、法第三三条二項

にいう「機械等の貸与を受けた者」に該当

すると認めるのが相当」であると判示した。 
 
 ②被告人らが機械操作者の法定資格又は

技能を特に確認しなかったことが可罰的違

法性を有するか否か 
「被告人小原の本件ブルドーザー運転手

らに対する毎日の作業状況の視察および実

際の技能の確認は、前掲証拠によれば、右

運転手らの労働安全のためというのではな

く、むしろ専らその作業能率に重きをおい

てなされていたものであることが認められ、

また右運運転転手手ららががすすべべてて法法定定のの有有資資格格者者でで

ああっったたことは認められるが、このことは量

刑上有利な事情とはなっても、その故に確

認義務の懈怠につき可罰的違法性がないと

することは、労働災害発生防止の見地から

受貸与者にも法定資格の確認を義務づけた

規則六六七条一号の法意を無視するもので

あって、結局は確認義務の否定につながる

もの」であると判示した。 
 

 ③被告人らが労働災害の防止のため必要

な連絡、合図等の方法を通知すべきであっ

たか否か 
まず、規則 667 条 2 号について、「規則

六六七条二号は、機械等の貸与を受けた者

が、当該機械等を操作する運転手らとの関

係で直接的な使用関係にないため、労働災

害発生防止の見地から抽象的に必要と認め
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られる事項をその運転手らに対し通知すべ

き旨を規定したものであって、その主体が

事業者であると否とを問わないものと解さ

れるから、原判決が、被告会社は機械等の

受貸与者であると同時に事業者であること

を前提とし、事業者につき規定した規則一

五七条二項、一五九条により、本件現場に

おいて「誘導者の配置が義務づけられて」

おり、「誘導者と運転手らとの間の合図の

方法等を通知しなかった」と判示した点は

相当でないと解される。」と判示した。 
そして、〈事実の概要〉に記した本件の

事実関係に加え、「本件ブルドーザーの作

業現場の状況は昭和四九年九月三日当時に

おいて、東西に伸びる谷地形の北側山腹部

分を切り崩し、その土砂を南側谷方面に落

してこれを埋め立てていたもので、谷側に

面した傾斜部分は高さ約二〇メートル、傾

斜角度約四〇度ないし九五度の断崖をなし、

右傾斜面に近い埋立部分すなわち法際は地

盤が軟弱であるため、重量のあるブルドー

ザーが崖近くに寄りすぎると転落等の危険

が十分予想される状況にあったところ、被

告会社としては誘導者とか見張人を配置す

ることもなく、運転手が誘導者を希望する

場合等の連絡、合図等の方法についても具

体的な定めはなく、ただ日々の作業内容の

指示のみであって、被告人小原としては、

ブルドーザーの運転手である以上、その操

作方法に誤りがなければ事故発生はありえ

ないと考え、労働災害防止のため特段の措

置は講じてはいなかったこと、ところが同

月三日三和重機の本件ブルドーザーの運転

手らの一人である金海竜は南側谷部分にお

いてブルドーザー運転中転落して死亡した

ため、翌日労働基準監督官橋口利雄におい

て現場を実況見分したところ、右ブルドー

ザーは南側谷部分の法面に対しほぼ四五度

の角度で進入し、法際に寄りすぎた結果、

法際約五〇センチメートルの地盤が崩壊し

転落したものであることが判明したことが

認められる」と述べ、「被告人らは本件現

場において労働災害防止の見地からして、

受貸与者としては誘導者を配置することを

義務づけられていたとはいえないまでも、

法際の地盤軟弱の個所などブルドーザーの

転落等危険の生ずるおそれある部分につい

ては見張人をおくとか、また赤旗をもって

表示するとか、なんらかの明示方法を講じ

て本件運転手らに周知させるなど、労働災

害の防止のため必要な「連絡、合図等の方

法」を通知することを要したのに、かかる

措置を怠った点において被告人らには規則

六六七条二号の違反があったものと解する

のが相当である」と判示した。 
 
〈判決から汲み取り得る示唆〉 
 「機械等の貸与を受けた者」（安衛法第

33 条第 2 項）の解釈について、形式的な解

釈ではなく、労働災害発生防止という目的

に照らした柔軟な解釈がなされていること

が窺える。 
 規則第 667 条第 1 号の確認義務について

は、労働災害発生防止の見地から受貸与者

に法定資格の確認を義務付けた同号の法意

を重視し、結果的に法定の有資格者であっ

たとしても、確認義務の懈怠については可

罰的違法性があるとの判断を示している。

これは、労働災害防止において、危害防止

基準の遵守が最も重要であること 33を踏ま

 
33 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）307頁。 
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えた解釈と考えられる。 
規則第 667 条第 2 号については、労働災

害発生防止という目的に照らして、「連絡、

合図等の方法」を具体的に検討しているこ

とが窺える。 
 
(2) 町からけい船（船を一次的に係留するこ

と）杭新設工事を行うための地質調査を依

頼され、その地質調査用のボーリング櫓（や

ぐら）のクレーン車による据付作業を原告

会社に依頼した被告会社に対する原告の損

害賠償請求につき、オペレーター付建設機

械のリースを受けた場合に求められる安全

管理義務を被告会社は尽くしているとして、

原告の請求が認められなかった事例（高松

地判平成 3 年 5 月 23 日判例地方自治 91 号

71 頁（確定））34 
 
【事故の様子（イメージ）】 

 

 
34 岩嵜勝成「クレーン車海中転落損害賠償

請求事件（香川県直島町）」判例地方自治

105 号(増刊)（株式会社ぎょうせい、1993

年）113 頁。 

 

 
（いずれも宮澤政裕氏のスケッチを踏まえ

池崎万優氏が作図） 
 
〈事実の概要〉 
 事故が起こった香川県香川郡直島宮ノ浦

港は、島民交通の重要拠点となっていた。

そのため、改良工事の必要に迫られ、過去

四度改良工事を、当該港の港湾施設の設置、

管理者である被告直島町（以下「Y1」とい

う）が行っていた。今回も、宮ノ浦港の改

修（局改）事業として Y1 は、けい船杭（マ

イナス三メートル）の新設工事を行うこと

になった。そこで同工事に先立ち、新設箇

所付近の海底の地質調査等をするため、地

質調査等を業務内容とする被告会社（以下

「Y2」という）に同調査を依頼した。さら

に、Y2 は、地質調査用の櫓を、宮ノ浦港一

号物揚場（以下「本件物揚場」という）先

の海中に、クレーン車で据付ける作業を、
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重量物運搬及び据付等を業務内容とする原

告会社（以下「X」という）に依頼した。X
の従業員 A は、昭和 58 年 7 月 2 日午前 10
時頃、X 所有のクレーン車（以下「本件ク

レーン車」という）を運転し、地質調査用

の櫓を、本件クレーン車で吊り上げ、海中

に降ろし、据付ける作業を行っていたとこ

ろ、本件クレーン車の土台となっている地

盤が突然陥没、崩壊した。そのため、本件

クレーン車は、安定性を失い、櫓と一緒に

海中に転落、水没した（以下「本件事故」

という）。 
 そこで、X は Y2 に対して次のように主張

した。すなわち、X と Y2 はオペレーター付

クレーン車のリース契約を締結したが、Y2
は本件物揚場上でのクレーン車使用につい

て、その安全性につき本件物揚場の設置、

管理者である Y1 に十分に質し、又は、作

業に際し、地盤に鉄板を敷設する等の指示

もしくは手配し、また、少なくとも右安全

性についての疑念を X に告知し、X をして

適切な措置をとらしめる義務があるのに、

Y2 は何らの措置もとらず、かえって、右作

業の安全性を保証して X をして作業を開始

させたため、本件事故が発生したのである

から、Y2 は、債務不履行により、X の被っ

た損害を賠償する責任があると主張した。 
 これに対し、Y2 は、次のように主張した。

すなわち、X と締結したのは請負契約なの

で、クレーン車使用の安全性確保の注意義

務は、請負人である X が全面的に負うべき

である。また、仮に X の主張通り締結した

契約がリース契約だとしても、X が地盤養

生を怠る等の過失によって本件事故は発生

しているのであるから、Y2 には過失責任は

ないと主張した 35。 
 
<判旨～一部認容・一部棄却～> 
 「X は、Y2 に対し、・・・クレーン車を

オペレーター付で一日当り八万円の料金で

リースしたものと認めるのが相当であ

る。・・・そこで、建設機械の（オペレー

ター付）リースの場合における安全管理責

任に関する法令の規制についてみると、ま

ずリース業者側については、「機械等で、

政令で定めるもの（移動式クレーンはこれ

に当る）を他の事業者に貸与する者で労働

省令で定めるものは、当該機械等の貸与を

受けた事業者の事業場における当該機械等

による労働災害を防止するため必要な措置

を講じなければならない」（労安衛法三三

条、同施行令一〇条）と定めている。 
 一方、リースを受けた側の義務について

は、「機械等貸与者から機械等の貸与を受

けた者は、当該機械等を操作する者がその

使用する労働者でないときは、当該機械等

の操作による労働災害を防止するため必要

な措置を講じなければならない」（労安衛

法三三条二項）と定め、「オペレーター付

で機械等を借受けた事業者は、（１）当該

オペレーターが、その機械等の操作につい

て法令に基づき必要とされる資格又は技能

を有する者であることを確認すること、

（２）オペレーターについて、作業の内容、

指揮の系統、連絡・合図等の方法、運行の

経路、制限速度その他機械等の運行に関す

る事項、その他当該機械等の操作による労

働災害を防止するために必要な事項を通知

すること、について措置を講じなければな

らない」（労安衛規則六六七条）と定めて

 
35 前掲註 32・岩嵜 113～114頁。 
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いる。そして、オペレーターについては、

「機械等を操作する者は、機械等の貸与を

受けた者が同項（労安衛法三三条二項）の

規定により講ずる措置に応じて、必要な事

項を守らなければならない」（同条三項）、

「機械等を操作する者は、機械等の貸与を

受けた者から同条（労安衛規則六六七条）

二号に掲げる事項について通知を受けたと

きは、当該事項を守らなければならない」

（同規則六六八条）と定めている。更に、

オペレーターの資格については、「移動式

クレーン運転士免許は、移動式クレーン運

転士免許試験に合格した者等に対し、都道

府県労働基準局長が与えるものとする」（ク

レーン等安全規則二二九条）とし、「移動

式クレーン運転士免許試験は、学科試験及

び実技試験によつて行なう。学科試験は、

次の科目について行なう。（１）移動式ク

レーンに関する知識、（２）原動機及び電

気に関する知識（３）移動式クレーンの運

転のために必要な力学に関する知識、（４）

関係法令。実技試験は、次の科目について

行なう。（１）移動式クレーンの運転、（２）

移動式クレーンの運転のための合図」（同

規則二三二条）と定めている（なお、移動

式クレーン運転免許試験の実施についての

細則につき、クレーン運転士免許試験、移

動式クレーン運転士免許試験及びデリツク

運転士免許試験規程三条、四条参照）。右

法令の趣旨、内容からすれば、移動式クレ

ーンのオペレーター付リースの場合、リー

スを受けた者は、オペレーターに対し、作作

業業内内容容、、指指揮揮のの系系統統、、連連絡絡・・合合図図等等のの方方法法、、

そそのの他他移移動動式式ククレレーーンンのの操操作作にによよるる労労働働災災

害害をを防防止止すするるたためめにに必必要要なな事事項項をを通通知知すするる

義義務務をを負負ううがが、、右右義義務務以以上上にに安安全全管管理理義義務務

をを負負ううももののででははなないいというべきである。こ

のことは、移動式クレーンの運転について

は、専門的かつ技術的知識、経験を必要と

し、リースを受けた者がオペレーターを指

揮監督できる能力を必ずしも有しないこと

によるものと考えられる。そうすると、移

動式クレーンの運転操作に付随する安全確

保に関する注意義務は、原則としてリース

業者から派遣された資格を有するオペレー

ター、最終的にはリース業者側がこれを負

担すべきものと考えられる。 
 これを本件についてみるに、前記１（五）

に認定したとおり、Y2 の従業員である R
らは、本件クレーン車のオペレーターであ

る A に対し、本件櫓の構造や重量及び据付

場所等を指示説明し、作業内容を通知すべ

き義務を果たしている。そして、クレーン

車をどの場所に据え付けるか、据付場所の

地盤の地耐力は十分か、十分でない場合、

地盤養生のためにどのような措置を講ずべ

きか等の問題については、Y2 側で特別な知

識を有しておれば格別であるが、そのよう

な事実は認められないので、右の問題につ

いての判断は、資格を有するオペレーター

である A 又は本件事故現場で本件クレーン

車の据付作業を指揮した X 代表取締役であ

るＥ（同人も移動式クレーン運転士免許を

有する）においてなすべきものである。 
 よつて、Y2 としては、その尽すべき義務

を果しているというべきであり、過失があ

るとは認められない。 
 従つて、請求原因３（一）（被告田村ボ

ーリングの責任）の事実を認めるに足りな

い。」と判示した。 
 
〈判決から汲み取り得る示唆〉 
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である A 又は本件事故現場で本件クレーン

車の据付作業を指揮した X 代表取締役であ

るＥ（同人も移動式クレーン運転士免許を

有する）においてなすべきものである。 
 よつて、Y2 としては、その尽すべき義務

を果しているというべきであり、過失があ

るとは認められない。 
 従つて、請求原因３（一）（被告田村ボ

ーリングの責任）の事実を認めるに足りな

い。」と判示した。 
 
〈判決から汲み取り得る示唆〉 
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 リース業者、リースを受けた者、オペレ

ーターの義務について、法令上の根拠を挙

げながら具体的な検討がなされている。オ

ペレーターについては、移動式クレーン運

転士免許試験の試験内容及び科目等にも言

及され、その能力が明らかにされている。 
その上で、それぞれの能力に照らして、

移動式クレーンの運転操作に付随する安全

確保に係る注意義務の負担者を定めている。 
 このように、裁判所においても、労働災

害発生防止の目的に照らして、個々の注意

義務の負担者を個々人の能力に照らして具

体的に検討していることが窺える 36。 
 
２ 第 34 条 
 
２．１ 条文 
（建築物貸与者の講ずべき措置等） 
第三十四条 建築物で、政令で定めるもの

を他の事業者に貸与する者（以下「建築物

貸与者」という。）は、当該建築物の貸与

を受けた事業者の事業に係る当該建築物に

よる労働災害を防止するため必要な措置を

講じなければならない。ただし、当該建築

物の全部を一の事業者に貸与するときは、

この限りでない。 
 
２．２ 趣旨と内容 
２．２．１ 趣旨 

 
36 移動式クレーンを操作して行う作業は

日々の中で時々刻々変わるものであるため、

リース業者がその安全措置を講ずることは

現実的に極めて困難な状況にある。また、

現実の労働基準監督署の臨検監督において

も、クレーン等安全規則第 70条の 3などの

法違反は貸与を受けた者に対して行われて

いる（玉泉孝次氏のご教示による）。 

 一つの建築物を貸工場又は貸事務所とし

て二以上の事業場に貸し付ける者は、その

貸工場等による労働災害を防止するために

必要な措置を講じなければならないことを

定めたものである 37。 
 
２．２．２ 内容 
 ⑴ 概要 
 事務所または工場の用に供する建築物を

他の事業者に貸与する者は、当該建築物に

より、貸与を受けた事業者の労働者が労働

災害を受けることのないよう、その防止の

ために必要な措置を講じなければならない

（法第 34 条、第 36 条、令第 11 条）。 
 すなわち、一の建築物を数事業者に貸与

する、いわゆる雑居ビル、工場アパートに

ついては、そのような建物の一室を借りた

者は、事業者として当然所定の労働災害防

止義務を負うわけであるが、当該建築物に

ついて完全な管理権原を有しないところか

ら、その内容によっては、その実効を期し

得ないような場合がある。 
 そこで、本条は、事務所または工場の用

に供される建築物の管理について権原を有

する者（建築物貸与者）に避難用出入口の

表示、警報設備の備付けおよび有効保持、

所定の数の便所の設置など一定の措置を講

ずべきことを義務づけて、当該建築物によ

る労働災害を防止しようとするものである

（安衛則第 670 条から第 678 条まで、およ

び石綿障害予防規則第 10 条第 4 項）。 
 ただし、一の事業者に当該建築物の全部

を貸す場合には、その貸与を受けた者が、

当該建築物の全部を有効に管理することが

 
37 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）376～377頁。 
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できるので、そのような場合には、建築物

の貸与者には本条の義務は課されない（法

第 34 条ただし書 38）。 
 
 ⑵ 規制の対象 
 本条の規制の対象となるのは、事務所又

は工場の用に供される建築物であり（令第

11 条）、貸与は有償・無償を問わない（昭

48・3・19 基発第 145 号）。また、本条の

対象とされる工場又は事務所には、仮設の

ものも含まれ、元請事業者が二以上の下請

事業者に仮設の建設事務所を貸与する場合

にも本条は適用される（同前）39。 
 
 (3) 講ずべき措置の具体的内容 40 
 建築物貸与者が講ずべき具体的な措置の

内容については、次のとおり定められてい

る。 
 ①建築物の避難用の出入口、通路、すべ

り台、避難用はしご等の避難用の器具で、

その建築物の貸与を受けた二以上の事業者

が共用するものについては、避難用である

旨の表示をし、かつ、容易に利用すること

ができるように保持するとともに、その出

入口又は通路に設ける戸を引戸（溝やレー

ルで開閉する戸）又は外開戸とすること（＊

逆に言えば、内開戸ではいけないというこ

と）（則第 670 条） 
 ②建築物の貸与を受けた事業者が危険物

等を扱うとき、又は就業する労働者が五〇

人以上のときには、非常の場合の警報設備

等を備え、かつ、有効に作動するように保

 
38 畠中前掲書（2016年）233～234 頁。 
39 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）377頁。 
40 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）377～379頁。 

持すること（則第 671 条） 
 ③工場の用に供される建築物で、○イ局所

排気装置、○ロプッシュプル型換気装置、○ハ

全体換気装置、○二排気処理装置、○ホ排液処

理装置のいずれかの装置を設けたものを貸

与する場合において、建築物の貸与を受け

た二以上の事業者がその装置の全部又は一

部を共用することとなるときは、その共用

部分の機能を有効に保持するため、点検、

補修等の必要な措置を講ずること（則第

672 条） 
 ④工場の用に供される建築物で飲用又は

食器洗浄用の水を供給する設備を設けたも

のを貸与するときは、その給水設備を、水

道法第 3 条第 9 項に規定する給水装置又は

同法第 4 条の水質基準に適合する水を供給

することができる設備とすること（則第

673 条） 
 ⑤工場の用に供される建築物で排水に関

する設備を設けたものを貸与するときは、

設備の正常な機能が阻害されることにより

汚水の漏水等が生じないよう、補修その他

必要な措置を講ずること（則第 674 条） 
 ⑥工場の用に供される建築物を貸与する

ときは、建築物の清潔を保持するため、建

築物の貸与を受けた事業者との協議等によ

り、清掃及びねずみ、昆虫等の防除に係る

措置として、次の各号に掲げる措置を講ず

ること（則第 675 条） 
  イ 日常行う清掃のほか、大掃除を、六

カ月以内ごとに一回、定期に、統一的に行

うこと 
  ロ ねずみ、昆虫等の発生場所、生息場

所及び侵入経路並びにねずみ、昆虫等によ

る被害の状況について、六カ月以内ごとに

一回、定期に、統一的に調査を実施し、調
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できるので、そのような場合には、建築物

の貸与者には本条の義務は課されない（法

第 34 条ただし書 38）。 
 
 ⑵ 規制の対象 
 本条の規制の対象となるのは、事務所又

は工場の用に供される建築物であり（令第

11 条）、貸与は有償・無償を問わない（昭

48・3・19 基発第 145 号）。また、本条の

対象とされる工場又は事務所には、仮設の

ものも含まれ、元請事業者が二以上の下請

事業者に仮設の建設事務所を貸与する場合

にも本条は適用される（同前）39。 
 
 (3) 講ずべき措置の具体的内容 40 
 建築物貸与者が講ずべき具体的な措置の

内容については、次のとおり定められてい

る。 
 ①建築物の避難用の出入口、通路、すべ

り台、避難用はしご等の避難用の器具で、

その建築物の貸与を受けた二以上の事業者

が共用するものについては、避難用である

旨の表示をし、かつ、容易に利用すること

ができるように保持するとともに、その出

入口又は通路に設ける戸を引戸（溝やレー

ルで開閉する戸）又は外開戸とすること（＊

逆に言えば、内開戸ではいけないというこ

と）（則第 670 条） 
 ②建築物の貸与を受けた事業者が危険物

等を扱うとき、又は就業する労働者が五〇

人以上のときには、非常の場合の警報設備

等を備え、かつ、有効に作動するように保

 
38 畠中前掲書（2016年）233～234頁。 
39 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）377頁。 
40 労務行政研究所編著（2017年(平成 29

年)）377～379頁。 

持すること（則第 671 条） 
 ③工場の用に供される建築物で、○イ局所

排気装置、○ロプッシュプル型換気装置、○ハ

全体換気装置、○二排気処理装置、○ホ排液処

理装置のいずれかの装置を設けたものを貸

与する場合において、建築物の貸与を受け

た二以上の事業者がその装置の全部又は一

部を共用することとなるときは、その共用

部分の機能を有効に保持するため、点検、

補修等の必要な措置を講ずること（則第

672 条） 
 ④工場の用に供される建築物で飲用又は

食器洗浄用の水を供給する設備を設けたも

のを貸与するときは、その給水設備を、水

道法第 3 条第 9 項に規定する給水装置又は

同法第 4 条の水質基準に適合する水を供給

することができる設備とすること（則第

673 条） 
 ⑤工場の用に供される建築物で排水に関

する設備を設けたものを貸与するときは、

設備の正常な機能が阻害されることにより

汚水の漏水等が生じないよう、補修その他

必要な措置を講ずること（則第 674 条） 
 ⑥工場の用に供される建築物を貸与する

ときは、建築物の清潔を保持するため、建

築物の貸与を受けた事業者との協議等によ

り、清掃及びねずみ、昆虫等の防除に係る

措置として、次の各号に掲げる措置を講ず

ること（則第 675 条） 
  イ 日常行う清掃のほか、大掃除を、六

カ月以内ごとに一回、定期に、統一的に行

うこと 
  ロ ねずみ、昆虫等の発生場所、生息場

所及び侵入経路並びにねずみ、昆虫等によ

る被害の状況について、六カ月以内ごとに

一回、定期に、統一的に調査を実施し、調
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査の結果に基づき、ねずみ、昆虫等の発生

を防止するため必要な措置を講ずること 
  ハ ねずみ、昆虫等の防除のため殺そ剤

又は殺虫剤を使用する場合は、医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律第 14 条又は第 19 条の 2 の

規定による承認を受けた医薬品又は医薬部

外品を用いること 
 ⑦建築物の貸与を受けた事業者から、局

所排気装置、騒音防止のための障壁その他

労働災害を防止するため必要な設備の設置

について、設備の設置に伴う建築物の変更

の承認、設備の設置の工事に必要な施設の

利用等の便宜の供与を求められたときは、

これを供与するようにすること（則第 676
条） 
 ⑧貸与する建築物に設ける便所で二以上

の事業者が共用するものについては、則第

628 条第 1 項各号に定める基準（男女別、

男女の労働者数に応じた便所や便房の数

等）に適合するように講ずるとともに、労

働者数に応じて設けるべき便房等について

は、共用する事業者の労働者数を合算した

数に基づいて設けるものとすること（則第

677 条） 
 ⑨建築物内で火災の発生、特に有害な化

学物質の漏洩等の非常の事態が発生したと

きに用いる警報を、あらかじめ統一的に定

め、これを建築物の貸与を受けた事業者に

周知させるとともに、建築物の内部に則第

640 条第 1 項第 1 号、第 3 号又は第 4 号に

掲げる事故現場等があるときは、事故現場

等を表示する標識を統一的に定め、これを

建築物の貸与を受けた事業者に周知させる

措置を講ずること（則第 678 条） 
 ⑩建築物の貸与を受けた二以上の事業者

が共用する廊下の壁等に吹き付けられた石

綿等又は張り付けられた保温材、耐火被覆

材等が損傷、劣化等により石綿等の粉じん

を発散させ、及び労働者がその粉じんにば

く露するおそれがあるときは、当該吹き付

けられた石綿等又は石綿含有保温材等の除

去、封じ込め、囲い込み等の措置を講ずる

こと（石綿障害予防規則第 10 条第 5 項） 
 
⑷罰則 

 建築物貸与者が、本条の規定に違反して、

必要な措置を講じない場合には、六カ月以

下の懲役又は五〇万円以下の罰金に処せら

れる（法第 119 条第 1 号）。 
 
⑸解釈例規 
昭四七・九・一八基発第六〇二号は、令

第一一条で定める建築物の全部の貸与を受

けた者が、それを他の事業者に転貸する場

合には、その転貸者を本条の「建築物貸与

者」とすること、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 671 条（受貸与事業者

が危険物等を扱うとき又は貸与された建設

物内で就業する労働者数が 50 人以上のと

き、非常用の警報用設備器具を備え、メン

テナンスすべき旨の定め）の「警報用の設

備」または「警報用の器具」は、第 548 条

において定めるもの（自動警報器、非常ベ

ル等の設備又は携帯用拡声器、手動式サイ

レン等）と同様であること、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 672 条（局所排気装置、

プッシュプル型換気装置等の装置を設けた

共用の工場用建築物をリースする場合、そ

の共用部分の機能を有効に保持するため、
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点検、補修等の必要な措置を講ずべき旨の

定め）の「必要な措置」には、建築物の貸

与を受ける事業者間に協議組織を設置させ、

相互に点検等を励行させることを含むこと、

を示している。また、「点検、補修等」の

「等」には、これらの装置の内部のそうじ

およびこれら装置の機能を有効に保持する

ための使用基準の設定が含まれること、を

示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 673 条（飲用／食器洗

浄用の給水設備が設けられた工場用建築物

を貸与する場合、給水装置や水質につき法

定基準を満たすものとすべき旨の定め）に

関し、水道法第 3 条第 8 項〔現行＝第 9 項〕

の給水装置以外の設備を設けているときは、

第 627 条第 2 項（水道法第 3 条第 9 項に規

定する給水装置を使用しない場合に、地方

公共団体等による水質検査で法定水質基準

への適合を確認すること等を求めた定め）

に規定する水を供給しなければならないこ

と、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 674 条（排水に関する

設備が設けられた工場用建築物を貸与する

場合、設備の故障で汚水の漏水等が生じな

いよう、補修その他必要な措置を講ずべき

旨の定め）の「排水に関する設備」には、

排水処理のための配管、溝、槽、ピット、

ポンプがあること、を示している。また、

「漏水等」の「等」には、滞留および溢が

あること、を示している。さらに、「その

他の必要な措置」は、第 672 条関係の「必

要な措置」の解釈と同様（これらの装置の

内部のそうじおよびこれら装置の機能を有

効に保持するための使用基準の設定が含ま

れる）であること、を示している。 
平一六・六・二一基発第〇六二一〇〇四

号は、労働安全衛生規則第 675 条（工場用

建築物を貸与する場合、建築物の清潔を保

持するため、受貸与事業者との協議等によ

り、所定の清掃及びねずみ、昆虫等の防除

に係る措置を講ずべき旨、具体的には日常

の掃除と半年ごとの大掃除のほか、半年後

の統一的調査の結果に基づき、ねずみ、昆

虫等の発生を防止するため必要な措置を講

ずべき旨等の定め）に関し、今回の安衛則

改正（平成 16 年厚生労働省令第 70 号）は、

ねずみ、昆虫等の生息の有無に関わらず防

除を行うのではなく、その生息状況等を調

査した上で、その結果に基づき、適切な防

除を実施する等合理的な防除を行うことが

できることを明確にしたものであり、従来

の考え方を変更したものではないこと、を

示している。また、防除のため、殺そ剤又

は殺虫剤を使用する場合には、薬事法（昭

和三五年法律第一四五号）上の承認を受け

た医薬品又は医薬部外品を用いなければな

らないことについても併せて明確にしたも

のであること、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 676 条（受貸与事業者

から、局所排気装置、騒音防止のための障

壁等の労災防止に必要な設備の設置につい

て、建築物の変更の承認、設置工事に必要

な施設の利用等の便宜の供与を求められた

場合には応諾すべき旨の定め）の「建築物

の変更」には、局所排気装置のダクトを取

り付けるための壁、天井、床等を改造する

こと、採光のため窓を設けることがあるこ

と、を示している。また、「工事に必要な

施設」には、建築物貸与者の管理に係る電
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点検、補修等の必要な措置を講ずべき旨の

定め）の「必要な措置」には、建築物の貸

与を受ける事業者間に協議組織を設置させ、

相互に点検等を励行させることを含むこと、

を示している。また、「点検、補修等」の

「等」には、これらの装置の内部のそうじ

およびこれら装置の機能を有効に保持する

ための使用基準の設定が含まれること、を

示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 673 条（飲用／食器洗

浄用の給水設備が設けられた工場用建築物

を貸与する場合、給水装置や水質につき法

定基準を満たすものとすべき旨の定め）に

関し、水道法第 3 条第 8 項〔現行＝第 9 項〕

の給水装置以外の設備を設けているときは、

第 627 条第 2 項（水道法第 3 条第 9 項に規

定する給水装置を使用しない場合に、地方

公共団体等による水質検査で法定水質基準

への適合を確認すること等を求めた定め）

に規定する水を供給しなければならないこ

と、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 674 条（排水に関する

設備が設けられた工場用建築物を貸与する

場合、設備の故障で汚水の漏水等が生じな

いよう、補修その他必要な措置を講ずべき

旨の定め）の「排水に関する設備」には、

排水処理のための配管、溝、槽、ピット、

ポンプがあること、を示している。また、

「漏水等」の「等」には、滞留および溢が

あること、を示している。さらに、「その

他の必要な措置」は、第 672 条関係の「必

要な措置」の解釈と同様（これらの装置の

内部のそうじおよびこれら装置の機能を有

効に保持するための使用基準の設定が含ま

れる）であること、を示している。 
平一六・六・二一基発第〇六二一〇〇四

号は、労働安全衛生規則第 675 条（工場用

建築物を貸与する場合、建築物の清潔を保

持するため、受貸与事業者との協議等によ

り、所定の清掃及びねずみ、昆虫等の防除

に係る措置を講ずべき旨、具体的には日常

の掃除と半年ごとの大掃除のほか、半年後

の統一的調査の結果に基づき、ねずみ、昆

虫等の発生を防止するため必要な措置を講

ずべき旨等の定め）に関し、今回の安衛則

改正（平成 16 年厚生労働省令第 70 号）は、

ねずみ、昆虫等の生息の有無に関わらず防

除を行うのではなく、その生息状況等を調

査した上で、その結果に基づき、適切な防

除を実施する等合理的な防除を行うことが

できることを明確にしたものであり、従来

の考え方を変更したものではないこと、を

示している。また、防除のため、殺そ剤又

は殺虫剤を使用する場合には、薬事法（昭

和三五年法律第一四五号）上の承認を受け

た医薬品又は医薬部外品を用いなければな

らないことについても併せて明確にしたも

のであること、を示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 676 条（受貸与事業者

から、局所排気装置、騒音防止のための障

壁等の労災防止に必要な設備の設置につい

て、建築物の変更の承認、設置工事に必要

な施設の利用等の便宜の供与を求められた

場合には応諾すべき旨の定め）の「建築物

の変更」には、局所排気装置のダクトを取

り付けるための壁、天井、床等を改造する

こと、採光のため窓を設けることがあるこ

と、を示している。また、「工事に必要な

施設」には、建築物貸与者の管理に係る電
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気、ガスまたは水道の施設があること、を

示している。 
昭四七・九・一八基発第六○一号の一は、

労働安全衛生規則第 677 条（貸与建築物に

設ける共用便所については、安衛則第 628
条第 1 項各号に定める基準（男女別、男女

の労働者数に応じた便所や便房の数等）に

適合するように講ずるとともに、便房等に

ついては、共用する事業者の労働者数に合

算した数に基づいて設けるべき旨の定め）

の「労働者数を合算した数」には、貸与さ

れた事業者の労働者のみならず、その建築

物内で作業する貸与者の労働者数が含まれ

るものであること、を示している。 
 昭四七・一一・一五 基発第七二五号は、

労働安全衛生法施行令第 11 条の「事務所の

用に供される建築物」に関し、当該建築物

が主として事務所（事務所衛生基準規則第

一条第一項の事務所をいう。）の用に供さ

れるものをいう、と示している。 
 
２．３ 関連規定 
 ⑴ 法第 33 条：本条の対象となる機械等

の種類は、移動式クレーン、車両系建設機

械や不整地運搬車、高所作業車（令第 10 条）

である。これらの機械等を貸与する場合、

機械等貸与者の義務としては機械等の事前

の点検や補修等の実施及び機械等の能力、

特性等に関する書面の交付（則第 666 条）

をすること、機械等の貸与（操作者付きの

場合）を受けた者の義務としては必要な資

格を有する者であることの確認及び作業内

容、指揮系統、合図の方法等の通知（則第

667 条）をすること、機械等のその操作者

の義務としては機械等の貸与を受けた者か

らの通知事項を守る（則第 668 条）ことが

定められている。法第 33 条第 1 項又は同条

第 2 項違反には、六月以下の懲役又は五〇

万円以下の罰金（両罰規定）が定められて

いる。同条第 3 項違反には、五〇万円以下

の罰金（両罰規定）が定められている 41。 
  
 ⑵ 法第 35 条： 荷の発送者（最初に運送

ルートにのせる者）は、見やすく、かつ、

容易に消滅しない方法で、当該貨物にその

重量を表示（包装されていない貨物で、そ

の重量が一見して明らかであるものを除

く。）しなければならないことを規定して

いる。違反には、六月以下の懲役又は五〇

万円以下の罰金（両罰規定）が定められて

いる 42。 
 
⑶ 法第 98 条：本条は、法第 34 条の規定

により建築物貸与者に、当該建築物の貸与

を受けた事業者の事業に係る当該建築物に

よる労働災害を防止するため講ずべき必要

な措置が講じられていない事実がある場合

に都道府県労働局長又は労働基準監督署長

が、関係者に対して、作業の全部又は一部

の停止、建築物等の全部又は一部の使用の

停止又は変更その他、労働災害を防止する

ため必要な事項を命じることができること

を規定したものである 43。 
 
 ⑷ 法第 100 条：本条は、労働基準監督機

関が本法を施行するため必要があるときに、

厚生労働省令で定めるところにより、関係

者に対し、必要な事項を報告させ、又は出

 
41 木村前掲書（2021年(令和 3 年)）58 頁。 
42 木村前掲書（2021年(令和 3 年)）59 頁。 
43 労働調査会前掲書（令和 2年）995～996

頁。 
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頭を命じることができることを定めている

44。関係者には、建築物貸与者も含まれる。 
 
 ⑸ 法第 102 条：工作物の所在する場所又

はその附近で工事その他の仕事を行う事業

者から、その工作物による労働災害の発生

を防止するためにとるべき措置についての

教示を求められた場合には、ガス工作物、

電気工作物、熱供給施設、石油パイプライ

ンの工作物を設けている者は、その工作物

による労働災害の発生を防止するためにと

るべき措置を教示しなければならないこと

を規定している。違反に対する罰則はない

45。 
 
２．４ 沿革 
 現行安衛法制定当時において、一つの建

築物を複数の事業者に貸与する、いわゆる

雑居ビルや工場アパートが増加していたが、

そのような建築物の一部を借りた者に対し

て労働災害の防止を義務づけても、その内

容によっては実効を期し得ないような場合

が少なくない 46。このような観点から同条

が制定されたものと考えられる。 
 
２．５ 運用 
２．５．１ 適用の実際 4748 

 
44 労働調査会前掲書（令和 2 年）1008 頁。 
45 木村前掲書（2021年(令和 3年)）143頁。 
46 佐藤勝美編『労働安全衛生法の詳解』（労

働基準調査会、1992 年（平成 4年））415

頁。 
47 本条に係る送検事例や指導例につき労働

基準監督官としての経験上確認をしたこと

がない状況にある。法第 33条と法第 34条

の区別の難しさが関係している可能性もあ

る（森山誠也氏のご教示による）。「事務

所又は工場」の判断の難しさも適用が少な

⑴ 厚生労働省労働基準局監督課が令和 2
年9月30日に公表した労働基準関係法令違

反に係る公表事案（令和元年 9 月 1 日～令

和 2 年 8 月 31 日公表分 ＊各都道府県労働

局が公表した際の内容を集約したもの）に

よると、対象条文違反はなかった。 
⑵ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 31 年・令和元年、平成 30 年、

平成 29 年、平成 28 年）には、労働安全衛

生法第 33 条・第 34 条の違反件数が挙げら

れているが適用条文の内訳は明らかにされ

ていない。詳細は、第 33 条「１．５．１ 適

用の実際」を参照されたい。 
 
２．５．２ 関係判例 
 関連する公刊裁判例は、特に掲記するも

 

い原因の可能性がある。また、別条文にて

適用されている可能性もある。例えば、労

働安全衛生規則第第 619条以下（事業者を

名宛人とした、清掃等の実施（第 619条）、

汚染床等の洗浄（第 622条）、床の構造（第

623条）、汚物の処理（第 624条）、洗浄

設備等（第 625条）など）等の適用が考え

られる（近藤龍志氏のご教示による）。 
48 他他人人のの所所有有すするる建建築築物物ややそそれれにに附附属属すするる

設設備備のの欠欠陥陥でで、、労労働働者者がが労労働働災災害害にに遭遭うう場場

合合はは多多くくああるる。他人の所有する建築物内で

労働者が作業するケースとしては、通販会

社の倉庫内で、複数の会社が仕分け作業を

受託してそこで多くの労働者が作業をして

いる場合、冷蔵倉庫内に複数のピッキン

グ・梱包業者が賃貸で入居し、そこで労働

者に要冷蔵食品の仕分け等を行わせている

場合、運送業者において荷主事業場や中継

倉庫の構内で荷の積卸などの作業をする場

合等がある。また、労働災害としては、あ

らゆるものがあるが、例えば、通路のコン

クリートに劣化で穴が空き転倒災害が発生

する場合、自動ドアに挟まれる場合、冷蔵

庫に閉じ込められる場合等がある。（森山

誠也氏のご教示による）。 
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頭を命じることができることを定めている

44。関係者には、建築物貸与者も含まれる。 
 
 ⑸ 法第 102 条：工作物の所在する場所又

はその附近で工事その他の仕事を行う事業

者から、その工作物による労働災害の発生

を防止するためにとるべき措置についての

教示を求められた場合には、ガス工作物、

電気工作物、熱供給施設、石油パイプライ

ンの工作物を設けている者は、その工作物

による労働災害の発生を防止するためにと

るべき措置を教示しなければならないこと

を規定している。違反に対する罰則はない

45。 
 
２．４ 沿革 
 現行安衛法制定当時において、一つの建

築物を複数の事業者に貸与する、いわゆる

雑居ビルや工場アパートが増加していたが、

そのような建築物の一部を借りた者に対し

て労働災害の防止を義務づけても、その内

容によっては実効を期し得ないような場合

が少なくない 46。このような観点から同条

が制定されたものと考えられる。 
 
２．５ 運用 
２．５．１ 適用の実際 4748 

 
44 労働調査会前掲書（令和 2 年）1008 頁。 
45 木村前掲書（2021年(令和 3年)）143頁。 
46 佐藤勝美編『労働安全衛生法の詳解』（労

働基準調査会、1992 年（平成 4年））415

頁。 
47 本条に係る送検事例や指導例につき労働

基準監督官としての経験上確認をしたこと

がない状況にある。法第 33条と法第 34条

の区別の難しさが関係している可能性もあ

る（森山誠也氏のご教示による）。「事務

所又は工場」の判断の難しさも適用が少な

⑴ 厚生労働省労働基準局監督課が令和 2
年9月30日に公表した労働基準関係法令違

反に係る公表事案（令和元年 9 月 1 日～令

和 2 年 8 月 31 日公表分 ＊各都道府県労働

局が公表した際の内容を集約したもの）に

よると、対象条文違反はなかった。 
⑵ 厚生労働省労働基準局「労働基準監督年

報」（平成 31 年・令和元年、平成 30 年、

平成 29 年、平成 28 年）には、労働安全衛

生法第 33 条・第 34 条の違反件数が挙げら

れているが適用条文の内訳は明らかにされ

ていない。詳細は、第 33 条「１．５．１ 適

用の実際」を参照されたい。 
 
２．５．２ 関係判例 
 関連する公刊裁判例は、特に掲記するも

 

い原因の可能性がある。また、別条文にて

適用されている可能性もある。例えば、労

働安全衛生規則第第 619条以下（事業者を

名宛人とした、清掃等の実施（第 619条）、

汚染床等の洗浄（第 622条）、床の構造（第

623条）、汚物の処理（第 624条）、洗浄

設備等（第 625条）など）等の適用が考え

られる（近藤龍志氏のご教示による）。 
48 他他人人のの所所有有すするる建建築築物物ややそそれれにに附附属属すするる

設設備備のの欠欠陥陥でで、、労労働働者者がが労労働働災災害害にに遭遭うう場場

合合はは多多くくああるる。他人の所有する建築物内で

労働者が作業するケースとしては、通販会

社の倉庫内で、複数の会社が仕分け作業を

受託してそこで多くの労働者が作業をして

いる場合、冷蔵倉庫内に複数のピッキン

グ・梱包業者が賃貸で入居し、そこで労働

者に要冷蔵食品の仕分け等を行わせている

場合、運送業者において荷主事業場や中継

倉庫の構内で荷の積卸などの作業をする場

合等がある。また、労働災害としては、あ

らゆるものがあるが、例えば、通路のコン

クリートに劣化で穴が空き転倒災害が発生

する場合、自動ドアに挟まれる場合、冷蔵

庫に閉じ込められる場合等がある。（森山

誠也氏のご教示による）。 
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のがない。 
 
Ｅ．結論 
 安衛法は、労働災害発生防止という目的

に照らした柔軟な解釈がなされてきていた

が、現行法の制定により、労働者を直接雇

用する使用者以外の者に、どのような場面

でどのような措置を義務付けるかが、かな

りの程度明らかにされた。 
第 33 条と第 34 条は、工場法、労働基準

法等に直接的な定めがなく、「場所」や「物」

の管理権原に着目した規制として、現行法

の制定にて新たに導入された規定である。 
 このように、安全衛生に影響を及ぼす者

を広く取り込む管理体制の構築が、現行法

の特徴の 1 つであり、実際に労災防止効果

を生んだ要素の 1 つと解される（このこと

は、本研究事業で別途実施した社会調査の

結果からも窺える）。 
 従って、今後の安衛法の改正に際しても、

時代状況の変化に応じつつ、労災防止に大

きな影響を持つ者を広く取り込む管理体制

の構築を図る必要があると解される。 
 
Ｆ．研究発表 

1．論文発表 
なし。 
2．学会発表 
なし。 

 
Ｇ．知的所有権の取得状況 

1．特許取得 
該当せず。 

2．実用新案登録 
 該当せず。 

3．その他 

 該当せず。 
Ｈ．引用文献 
 脚注を参照されたい。 
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【移動式クレーン】 

 
（株式会社加藤製作所のウェブサイト（ http://www.kato-works.co.jp/products/roughter/
mr130rf2.html 最終閲覧日：2021 年 10 月 29 日）より） 
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